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K̂ 信託財産を構成する資産に係る法制度の概要
ａ 信託財産を構成する資産に適用される法律のうち、当該資産が債権の場合には債権の発生、
破産手続開始・強制執行等を規定した法律及び債務者の保護に関する法律等の名称及び主な内
容を記載し、当該資産が債権及び有価証券以外の資産の場合には当該資産の利用を制限する法
律等の名称及び主な内容を記載すること。
ｂ 保有する資産を証書等に化体させること等により、実質的に当該保有資産を発行者に譲渡し
た者がいる場合には、当該保有資産についても信託財産を構成する資産と同様の記載を行うこ
と。以下、信託財産を構成する資産に係る記載について同じ。

L̃ 信託財産を構成する資産の内容
ａ 信託財産を構成する資産が債権（有価証券に表示される債権を除く。以下ａにおいて同じ。）
である場合には、次のæ及びçに従って記載すること。
æ 債権の種類、その発生原因、元本の償還期限、元本の償還及び利子の支払の方法、固定金
利・変動金利の別等その集団的な基本的性格について概略的に記載すること（基本的性格の
異なる複数の債権の類型が存在する場合には、その類型ごとに記載すること。）。また、当該
債権に担保又は保証が付されている場合には、その内容を記載すること。

ç 信託財産を構成する債権の譲受けに係る契約により当該債権が一定の属性（債権の種類、
その発生原因、元本の償還期限及び利子の支払の方法、金利、債務者の信用状況又は履行状
況、担保の設定状況等）を有することが求められている場合においては、当該属性の概要及
び当該債権が当該属性を有しない場合に行われ又は行われ得る措置（例えば、原保有者（信
託財産を構成する資産を直接又は間接に受託者に譲渡した者（保有する資産を証書等に化体
させること等により、実質的に当該保有資産を受託者に譲渡した者を含む。）をいう。D̃及び
Ẽａにおいて同じ。）による買戻し等）の概略を簡潔に記載すること。

ｂ 信託財産を構成する資産が不動産である場合には、当該不動産の所在地、用途地域、建物用
途、面積、価格（鑑定評価額、公示価格、路線価、販売公表価格その他これらに準じて公正と
認められる価格（併せて評価方法及び評価者の氏名又は名称等について記載すること。））、担
保の内容、不動産の状況（不動産の構造、現況その他の不動産の価格に重要な影響を及ぼす事
項）、不動産の状況に関する第三者による調査結果の概要（行っていない場合にはその旨）及
び調査者の氏名又は名称等当該不動産の内容について記載すること。また、当該不動産に関し
て賃貸借契約を締結した相手方（以下ｂ及びẼｂにおいて「テナント」という。）がある場合に
は、テナントの総数、全賃料収入、全賃貸面積、全賃貸可能面積及び最近５年の稼働率（各年
同一日における稼働率。以下ｂにおいて同じ。）の推移並びに主要な不動産の物件（一の土地に
係る建物・施設であり、その総賃料収入が全賃料収入の10％以上を占める物件。J̃ｂにおいて
同じ。）ごとのテナントの総数、総賃料収入、総賃貸面積、総賃貸可能面積及び最近５年の稼働
率の推移並びに主要なテナント（当該テナントへの賃貸面積が全賃貸面積の10％以上を占める
もの）の概要（テナントの名称・業種、年間賃料、賃貸面積、契約満了日、契約更改の方法、
敷金・保証金等賃貸借契約に関して特記すべき事項等）について記載すること。なお、年間賃
料等につき、やむを得ない事情により開示できない場合には、その旨を記載すること。
ｃ 信託財産を構成する資産がａ又はｂに掲げる資産に係る権利（ｉの特定有価証券に表示され
る権利を除く。）である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）及び当該権利の目的物
の内容（ａ又はｂに掲げる事項）を記載すること。
ｄ 信託財産を構成する資産が有価証券（ｉの特定有価証券を除く。）である場合には、有価証券
の種類、銘柄、元本の償還期限、元本の償還及び利子の支払の方法等その集団的な基本的性格
について概略的に記載すること。また、当該有価証券に担保が付されている場合には、その内
容を記載すること。当該有価証券に表示される権利が債権である場合には、当該有価証券につ
いてａçに準じて記載すること。

ｅ 信託財産を構成する資産が動産（有価証券を除く。）である場合には、当該動産の種類、名称、
価格、形式、製造番号、当該動産が所在する場所等当該動産の内容について記載すること。ま
た、当該動産に関してリース契約等を締結している場合には、当該契約の内容（リース期間、
受取リース料等）について具体的に記載すること。
ｆ 信託財産を構成する資産が無体財産権である場合には、当該無体財産権の種類、内容、登録
の番号及び年月日、存続期間等当該無体財産権の内容について具体的に記載すること。また、
当該無体財産権に係る実施権等を設定している場合には、実施権等の権利者の氏名又は名称、
実施権等の範囲、対価の額等当該実施権等の内容に関する事項を記載すること。
ｇ 信託財産を構成する資産が会社の事業を構成するものである場合には、当該事業の主要な経
営指標等の推移、沿革、事業の内容、関係会社の状況、従業員の状況、業績等の概要、生産、
受注及び販売の状況、対処すべき課題、事業等のリスク、事業上の重要な契約等、研究開発活
動、財政状態及び経営成績の分析、設備投資等の概要、主要な設備の状況、設備の新設及び除
却等の計画について、企業内容等の開示に関する内閣府令第二号様式「記載上の注意」G̃から
K̄までに準じて記載すること。
ｈ 信託財産を構成する資産がａからｇまでに掲げる資産以外の資産（ｉの特定有価証券は除
く。）である場合には、当該資産の種類及び内容に応じａからｇまでに準じて記載すること。
ｉ 信託財産を構成する資産が第23条第２号に掲げる特定有価証券（投資信託証券に該当するも
のを除く。）である場合には、当該特定有価証券に係る信託に係る受益者及び委託者並びに信託
管理人、信託監督人又は受益者代理人（特定目的信託（資産流動化法第２条第13項に規定する
特定目的信託をいう。）の受益権にあっては、代表権利者（同条第17項に規定する代表権利者を
いう。）又は特定信託管理者（同条第18項に規定する特定信託管理者をいう。））の氏名又は名称
及び住所、当該信託の目的、当該特定有価証券に係る特定信託財産又は信託財産を構成する資
産の内容（ａからｈまでに掲げる資産の内容に応じａからｈまでに掲げる事項）等当該信託の
内容について記載すること。
ｊ 信託財産を直接又は間接に構成する債権（信託の受益権に係る受益債権を除く。以下ｊにお
いて単に「債権」という。）に係る債務者（以下ｊにおいて単に「債務者」といい、その子会社
（財務諸表等規則第８条第３項に規定する子会社をいう。éにおいて同じ。）又は関連会社（同
条第５項に規定する関連会社をいう。éにおいて同じ。）である債務者がある場合には、当該債
務者を含む。）であって、当該債権の残高の合計額の総資産額に対する割合が10％以上であるも
の（以下ｊにおいて「重要な債務者」という。）が存在する場合には、ａからｉまでに加えて、
次のæからéまでに従うこと。
æ 重要な債務者の氏名又は名称、組織形態、沿革、事業の内容及び営業の概況（直近の事業
年度の終了後に生じた元本の償還又は出資の消却及び利子又は配当の支払等に重大な影響を
及ぼす事由を含む。）を記載すること。

ç 当該割合その他の信託財産における当該重要な債務者に係る債権への集中の状況について
記載すること。

è 当該重要な債務者に係る債権について、債権の種類、その発生原因、元本の償還期限、元
本の償還及び利子の支払の方法、金利その他の当該債権の重要な内容その他当該債権に関す
る債務者との間の契約における重要な定めの概要を記載すること。

é 当該割合が20％以上である場合には、当該重要な債務者（他の債務者の子会社又は関連会
社である債務者を除く。）について、次の{又は|に掲げる書類のいずれかを添付すること。
{ 直近の計算書類（会社法第444条第１項に規定する連結計算書類をいい、これがない場
合にあっては同法第435条第２項に規定する計算書類その他これに類する書類をいう。）
（法令、契約等により、公認会計士又は監査法人（外国においてこれらに相当する者を含
む。）による監査を受けることとなっている場合には、当該監査を受けた当該計算書類及び
当該公認会計士又は監査法人による監査報告書）�
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